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１ ８ ６ ５

１． 平成16年9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）
　 　(１)　経営成績　 (金額：百万円未満切捨て)
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　 （注）　 ①

② 会計処理の方法の変更　　有
③ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

 　　(2)　配当状況
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  　 (３)  財政状態

百万円 百万円 ％ 円 銭
.
.
.

　 （注）　 ①
②

 　(４)　　キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

２． 平成17年3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭
. .

　　（参考） １株当たり予想当期純利益（通期）
業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な
要因によって異なる結果となる可能性があります。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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工
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　１． 企 業 集 団 の 状 況　　

得 意 先

　 当社の企業集団は、当社及び親会社２社で構成され、建設事業を主体とした事業活動を展開しております。

当社は、海上埋立工事の請負を主体とした建設事業を営んでおり、親会社である青木あすなろ建設株式会社をはじめ他の建設

事業者等から工事を請負い、これをプッシャーバージシステムを駆使して施工しております。

親 会 社

髙 松 建 設 株 式 会 社

親 会 社

－2－



（１）経営の基本方針

（２）利益配分に関する基本方針

（３）会社の対処すべき課題

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

当社はこれに対処するため、工事情報の収集に努め、長年培った技術力と豊富な経験を生かした技術営業を展開し、新

規大型工事の受注獲得に全力を挙げて取り組んでまいります。

　また、当社は監査役制度を採用しており、監査役は常勤監査役１名、社外監査役３名の体制で取締役会、その他重要な会

議に出席し、取締役の業務執行全般について監査を実施しております。

さらに、業務執行の監視の仕組みとしては、監査役による適法性の監査、会計監査人による会計監査のほか、内部監査部

門を設け社内のチェック体制を充実し、必要に応じて弁護士意見を聴取する等、企業倫理・法令遵守機能が働くよう努めて

おります。

さらに、海洋環境関連事業等周辺事業への事業展開の可能性を検討するとともに経営のより一層の合理化、効率化を推

し進めてまいります。

当社は、透明性の高い、効率的かつ公正な経営体制を確立し、企業価値を高めることを企業経営の基本的な使命と捉え、

経営環境の変化に迅速に対応できる意思決定や経営監督機能の充実を図ることを重要な経営課題の一つと位置づけてお

ります。

執行役員は、取締役会が決定した経営方針に従い、それぞれ担当する部門において適切な業務執行を行う役員と位置付

けております。

当社の取締役は６名で構成されており、その内２名は親会社である青木あすなろ建設株式会社の取締役（商法上の社外

取締役）であり、取締役会は、経営の基本方針、その他重要事項の意思決定及び業務執行の監督を行っております。

なお、当社は本年６月、経営環境の変化に適切かつ迅速に対応できる機動的な経営体制を確立するため執行役員制を

導入しました。

当社が施工に大きく関わってまいりました関西国際空港2期埋立工事は、順調に進捗し、先行き工事量の減少が避けられ

ない状況となってまいりました。

当社は、創業以来海上埋立工事のパイオニアとして業界の第一人者の地位を堅持し、保有技術の研鑚と総合力の向上

に努め、「よりよい仕事を より早く より安く より安全に」をモットーに、顧客の信頼と期待に応えうる最良のサービスを提供

することを基本方針としております。

当社は株主の皆様に対し、長期的に安定配当を維持することを経営の重要政策としており、経営環境や業績動向等を勘

案した利益還元を行うとともに、安定的な経営基盤を堅持するため、内部留保の充実にも配慮していくことを基本方針として

おります。

　２．　経　　営　　方　　針　
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（１）経営成績

 当中間会計期間の業績全般に関する概況

（２）財政状況

 ①当中間会計期間の財政状況

 ②当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況

建設業界におきましては、企業業績の改善を背景に民間建設投資は増加しているものの、公共投資の抑制から工事量の

絶対量不足は改善されず、経営環境は厳しい状況で推移しました。

このような情勢の中、当社は施工中の大型空港埋立工事に経営資源を集中し、経営の効率化と施工の合理化を推し進め

業績の向上に努めてまいりました。

この結果、受注高は前年同期比32.1％増の126億９千３百万円余となりました。主な受注工事は関西国際空港２期空港島

埋立工事、神戸空港工事（ポートアイランド沖埋立工事（その２））であります。

売上高は、前年同期比6.9％減の 128億９千万円余となりました。主な完成工事は、関西国際空港２期空港島埋立工事、

神戸空港工事（ポートアイランド沖埋立工事（その２））であります。

　３.　経営成績及び財政状況

当中間期におけるわが国経済は、好調な輸出を背景に企業収益が好転し、雇用や所得環境の改善も見え始め、堅調な

景気回復基調をたどっております。

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比較して６億３千８百万円余減少し、２億１千１百万円余の収

入となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益の計上のほか、売上債権の減少、未成工事支出金の減少等の増加

要因があったものの、仕入れ債務の減少、未成工事受入金の減少等によるものであります。

これは、売上高の減少に伴ない工事未払金が11億８千５百万円余減少し、また、長期借入金の約定弁済等により長短借

入金が３億６千７百万円余減少したことが主な要因です。

　この結果、当中間会計期間末の株主資本比率は61.4％となりました。

一方、利益につきましては経常利益は前年同期比55.3％減の１億４千３百万円余、中間純利益は前年同期比71.8％減の

８千万円余となりました。

　当中間期の資産合計は115億１百万円余と前年同期に比べ16億３千７百万円余減少しました。

これは、売上債権の回収に伴ない完成工事未収入金が14億５千３百万円余、有形固定資産の船舶が減価償却費等により

８億６百万円余、保有宅地の販売により投資不動産が３億４千５百万円余それぞれ減少しましたが、一方で売上債権の回収

及び投資不動産の販売等により現預金が12億９千６百万円余増加したことが主な要因であります。

　負債合計は44億３千８百万円余と前年同期に比べ15億６千５百万円余減少しました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期と比較して８百万円余減少し、１億９千６百万円余の収入となりました。これ

は主に、投資不動産の売却によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、２億４千４百万円余の支出となりました。これは主に、長短借入金の返済によるもので

あります。

以上の結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は、前期末に比べて１億６千４百万円余増加し36億６百万円余とな

りました。
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当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。

株主資本比率（％）

時価ベースの株主資本比率（％）

債務償還年数（年）

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）

（注） 株主資本比率 ： 株主資本／総資産

時価ベースの株主資本比率 ： 株式時価総額／総資産

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息の支払額

※ 各指標は、いずれも財務諸表等の財務数値により算出しております。

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※

※ 債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍にしております。

（３）通期の見通し

営業キャッシュ・フローはキャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は貸

借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いにつきまして

は、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

47.4

14.7

54.3

11.2

61.4

0.30.5

151.3 94.6 95.6

1.0

平 成 15 年 9 月 期 平 成 16 年 9 月 期 平 成 16 年 3 月 期

16.5

今後のわが国経済は、企業業績の向上が見込まれておりますが、建設業界の経営環境は依然として厳しい状況が続くも

のと予想されます。

このような状況下、関西国際空港2期工事に集結している所有船団の運航効率の向上と、より一層のコスト低減を図り、業

績の向上に努めてまいる所存でございます。平成17年３月期の業績は、受注高260億円（前期比40.1％増）、売上高165億

円（前期比30.6％減）、経常利益２億５千万円（前期比49.2％減）、当期純利益１億６千万円（前期比3.1％減）となる見込で

す。
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（単位：千円）
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2,949,500 

2,724,500 
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％
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769,762 

- 

8,538,308 

3,616,363 

766,787 

74.2

％

構成比

100

46.9

10,059 

6,970,981 

1,238,058 

科　　目
平成16年3月31日現在

前 事 業 年 度 の 要 約
貸 借 対 照 表

構成比金 額

期　　別
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（単位：千円）

期　　別

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

平成 15年 4月 1日

平成15年 9月30日

平成 16年 4月 1日
（
自
至

自
至

（（

  (2)   中　間  損  益  計  算  書  

前 事 業 年 度 の 要 約
損 益 計 算 書

自
至

当 中 間 会 計 期 間前 中 間 会 計 期 間

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

中間 （当期 ）未処分利益

2.1

374,087 

286,699 

87,388 

0.1

0.6 0.9

38,483 

217,834 

1.1

2.3 1.1 2.1143,821 

550 588 

491,944 

7,642 

0.1 0.123,296 

22,707 

10,176 

0.1 0.110,522 

345 

1.9 2.4

1.1 2.1

564,160 

504,719 

4.51,068,879 

1,068,879 

- 

3.0

12,498,460 

- - 

22,711,097 

23,779,977 

- 

95.522,711,097 

税引前中間（当期）純利益

53,044 

法 人 税 等 調 整 額 9,129 

法人税、住民税及び事業税

299,653 

3,823 

受 取 利 息

12,482 

12,142 

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用 0.1

168 

5,994 

営 業 外 収 益

328,213 

6,162 

2.4

そ の 他 事 業 総 利 益 20,183 

営 業 利 益

13,711,175 

138,812 

13,222,577 

13,849,988 

30,803 

391,837 

- 

245,436 

146,400 

137,301 

4,722 

607,226 

8,193 

391,837 

340 

321,893 

627,410 4.5

2.1299,197 

0.0 5,614 

891 

））

100 ％

平成16年 3月31日

平成 15年 4月 1日

構成比構成比

平成16年 9月30日

12,890,297 

97.0

金 額

23,779,977 100 ％

95.5

％

金 額構成比

12,498,460 

- 

12,890,297 

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

完 成 工 事 総 利 益

100売 上 高

118,628 

13,103,948 

そ の 他 事 業 売 上 高

完 成 工 事 原 価

その他事業売上原価

売 上 原 価

1.3

0.9 0.5

312,592 

29,818 

1.6

0.1 0.1

117,635 

79,743 

201,380 

0.4

0.3

2.2

0.0

282,838 

201,976 

80,862 

6,785 

113,731 0.1

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

支 払 利 息

そ の 他 営 業 外 費 用

完 成 工 事 高

）

科　　目
金 額

0.7

252,527 

0.6 165,139 

87,388 
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（単位：千円）

期　　別

△ 27,843 

1,276 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

そ の 他

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ現金及び現金同等物の増加・減少（△）額

短期借入金の増加 ・減少 （△ ）額

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

利 息 の 支 払 額

配 当 金 の 支 払 額

そ の 他

無形固定資産の取得によ る支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額

そ の 他

未成工事受入金の増加・減少（△）額

投資有価証券の売却によ る収入

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

有形固定資産の取得によ る支出

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却によ る収入

小 計

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 損

売 上 債 権 の 減 少 ・ 増 加 （ △ ） 額

未成工事支出金の減少・増加（△）額

退職給付引当金の増加・減少（△）額

役員退職慰労引当金の増加・減少（△）額

船舶特別修繕引当金の増加・減少（△）額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

当 中 間 会 計 期 間

科　　目

減 価 償 却 費

貸倒引当金の増加 ・減少 （△ ）額

自
至

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

343,565 

金 額

299,653 税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

至
自 平成15年 4月 1日

平成15年 9月30日

前 中 間 会 計 期 間

△ 244,196 △ 444,199 

- - - 

△ 251,956 

△ 50,581 

△ 358 △ 1,008 △ 1,016 

△ 50,581 △ 50,551 

△ 364,799 

△ 5,616 △ 2,237 △ 19,802 

△ 187,399 △ 175,399 

△ 480,299 

1,658,646 

△ 8,000 

- 

20,507 

486,875 

13,000 

1,905,880 

△ 13,108 

1,892,772 

△ 19,063 

795,351 

△ 1,640,688 

316,663 

22,707 

196,602 

246,287 

△ 1,464,884 

△ 34,675 

△ 2,486 

7,642 

23,466 

598,038 

976 2,484 

△ 15,000 

211,611 

△ 314 

- 

1,473 

84,454 

△ 4,304 

- 

- 

288,832 

849,927 

361,988 

△ 1,661,870 

△ 75,876 

△ 78,983 

863,353 

△ 13,425 

1,987,622 

△ 104,913 

201,380 

△ 36,214 10,274 

法 人 税 等 の 支 払 額

前 事 業 年 度 の 要 約

キャッシュ・フロー計算書

312,592 

平成15年 4月 1日

平成16年 3月31日

自平成16年 4月 1日

△ 25,939 

△ 1,276 

328,585 

）
至

108,504 479,934 

平成16年 9月30日

金 額 金 額

845,081 

△ 8,552 

75,348 

217,781 

- 

△ 8,000 

1,506,896 

投 資 不 動 産 の 売 却 に よ る 収 入

△ 14,840 

7,168 

560 

△ 39,117 

△ 5,048 

△ 21,054 

77,224 

△ 1,099 

12,142 

53,044 

1,935,448 802,981 164,017 

5,396 - - 

3,442,345 1,506,896 

  (3)   中間キャッシュ・フロー計算書  

3,442,345 2,309,878 3,606,363 

（ ） （

205,010 

55,308 

） （
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１ 有価証券 有価証券 有価証券
その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券
時価のあるもの 同 左 時価のあるもの

時価のないもの 時価のないもの

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産
未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金

同 左 同　左

材料貯蔵品 材料貯蔵品 材料貯蔵品
同 左 同　左

２ 有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産
船舶 船舶 船舶

同 左

その他 その他 その他
同 左 同　左

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産
営業権 営業権 営業権

同 左 同　左

ソフトウェア ソフトウェア ソフトウェア
同 左 同　左

移動平均法による原価
法によっております。

定率法（ ただし、平成10年
4月1日以降の新規取得建物
（建物附属設備を除く）につ
いては定額法）によっておりま
す。
なお、耐用年数及び残存
価額については法人税法に
規定する方法と同一の基準
によっております。

定額法（５年均等償却）に
よっております。

自社利用のソフトウェアに
ついては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

なお、耐用年数及び残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。

なお、耐用年数及び残存
価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基
準によっております。

平 成 15 年 4 月 1 日

特定の大型プロジェクト用に
建造した船舶については、当
該プロジェクトの見積総施工
高を基準とし、各期の施工実
績に応じて償却する方法に
よっております。
なお、関西国際空港２期工事
等の大型プロジェクトが終盤
を迎え、各プロジェクトに係る
見積総施工高の見直しを
行った結果、一部の大型プロ
ジェクト用船舶について臨時
償却を行い、「臨時償却額」
を特別損失に計上しておりま
す。
その他の船舶については、定
額法によっております。

）
平成 16 年 3 月 31 日

自

決算期末日の市場価格
等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平
均法により算定）によってお
ります。

至
自

（
至

（）
平 成 16 年 4 月 1 日
平成 16 年 9 月 30 日

前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

資産の評価基準
及び評価方法

特定の大型プロジェクト用
に建造した船舶については、
当該プロジェクトの見積総施
工高を基準とし、各期の施工
実績に応じて償却する方法
によっております。その他の
船舶については、定額法に
よっております。

項 目

固定資産の減価
償却の方法

中間決算日の市場価格
等に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法により
処理し、売却原価は移動平
均法により算定）によってお
ります。

移動平均法による原価
法によっております。

個別法による原価法に
よっております。

総平均法による原価法に
よっております。

平 成 15 年 4 月 1 日
）（

自
至 平成 15 年 9 月 30 日

当 中 間 会 計 期 間
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３ 貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金
同　左 同　左

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金
同　左

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金
同　左

船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金 船舶特別修繕引当金
同　左 同　左

４

５ 同　左 同　左

６ 同　左

平成 15 年 4 月 1 日

従業員の退職給付に備える
ため、当中間会計期間末にお
ける、簡便法により計算した退
職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間会計期
間末において発生していると認
められる額を計上しております。

当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度前 中 間 会 計 期 間

至
項 目

） ）

リース取引の処理
方法

中間キャッシュ・フ
ロー計算書（キャッ
シュ・フロー計算
書）における資金
の範囲

自
（
自 平 成 16 年 4 月 1 日

平成 15 年 9 月 30 日

リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理に
よっております。

中間キャッシュ・フロー計算書
における資金（現金及び現金同
等物）は、手許現金、随時引き
出し可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に
償還期限の到来する短期投資
からなっております。

工事進行基準によった完成
工事高は7,447,925千円、完成
工事原価は6,631,653千円であ
ります。

工事進行基準によった完成
工事高は7,336,213千円、完成
工事原価は6,895,812千円であ
ります。

完成工事高の計上は、原則と
して工事完成基準によっており
ますが、長期大型工事（工事期
間が１２ヶ月以上にわたり、かつ
請負契約額が５億円以上）につ
いては工事進行基準によって
おります。

完成工事高の計上は、原則と
して工事完成基準によっており
ますが、長期大型工事（工事期
間が１２ヶ月以上にわたり、かつ
請負契約額が５億円以上）につ
いては工事進行基準によって
おります。

工事進行基準によった完成
工事高は12,937,905千円、完
成工事原価は11,676,095千円
であります。

完成工事高の計上は、原則と
して工事完成基準によっており
ますが、長期大型工事（工事期
間が１２ヶ月以上にわたり、かつ
請負契約額が５億円以上）につ
いては工事進行基準によって
おります。

）

役員の退任により支払う退任
慰労金の支払いに充てるため、
「役員退任慰労金規程」に基づ
く期末要支払額を計上しており
ます。

自
至

（
平 成 15 年 4 月 1 日

従業員の退職給付に備える
ため、当期末における、簡便法
により計算した退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づ
き、当期末において発生してい
ると認められる額を計上しており
ます。

平成 16 年 3 月 31 日

引当金の計上基
準 売上債権、貸付金等の貸倒

による損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等について
は個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しており
ます。

平成 16 年 9 月 30 日

売上高の計上方
法

（

役員の退任により支払う退任
慰労金の支払いに充てるため、
「役員退任慰労金規程」に基づ
く当中間会計期間末要支払額
を計上しております。

船舶の定期修繕に要する費
用に充てるため、最近の支出実
績に基づく定期修繕見積額を
計上しております。

至

キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等
物）は、手許現金、随時引き出
し可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内に償
還期限の到来する短期投資か
らなっております。
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７ 消費税等の会計処理 同　左 同　左

会計処理の変更

自 自 自
至 至 至

－ －

平 成 15 年 9 月 30 日
平 成 15 年 4 月 1 日 平 成 16 年 4 月 1 日 平 成 15 年 4 月 1 日

平 成 16 年 3 月 31 日

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

（

当 中 間 会 計 期 間

固定資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計基準の
設定に関する意見書」（企業会計審議
会 平成14年８月９日））及び「固定資
産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号 平
成15年10月31日）が平成16年３月31
日に終了する事業年度に係る財務諸
表から適用できることになったことに伴
い、当中間会計期間から同会計基準
及び同適用指針を適用しております。
これによる減損損失の発生はありませ
ん。

（固定資産の減損に係る会計基準）

（
自
至

）
平 成 16 年 4 月 1 日

）
平成 15 年 9 月 30 日 平成 16 年 9 月 30 日

（
自
至

平成 15 年 4 月 1 日
前 事 業 年 度

項 目
前 中 間 会 計 期 間

その他中間財務
諸表（財務諸表）
作成のための基本
となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会
計処理は、税抜方式を採用して
おります。

平成 16 年 3 月 31 日
（
自
至

） ）（ （
平 成 16 年 9 月 30 日

）

平 成 15 年 4 月 1 日
）
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（中間貸借対照表関係）

（ ） （ ） （ ）

１

２ 担保資産及び担保付債務
担保資産

担保付債務

３受取手形裏書譲渡高

４ 同　左

（中間損益計算書関係）

１

２ 特別利益の主な内容
厚生年金基金解散益
船舶売却益

３特別損失の主な内容
建物売却損
土地売却損
臨時償却額

４減価償却実施額
有形固定資産
無形固定資産

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前 中 間 会 計 期 間

千円

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残
高と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

現金及び現金同等物の期末残高と貸
借対照表に掲記されている科目の金額
との関係

162,428 千円－ 千円 千円－

82,825 千円
46,000 －－ 千円

－ 千円

－ 千円

千円

前 事 業 年 度当 中 間 会 計 期 間

－

平成16年 9月30日

千円7,336,213

千円

現金及び現金同等物 2,309,878

（

2,319,878 千円

千円△ 10,000

前 事 業 年 度

千円 現金及び現金同等物 千円

千円 △ 10,000

（平成16年 3月31日現在）

（

当 中 間 会 計 期 間

△ 10,000

項 目

工事進行基準による完成工事
高

（
自
至

前 中 間 会 計 期 間
平成15年 4月 1日
平成15年 9月30日

千円7,447,925

（
自

） （）
至

長 期 借 入 金
計

仮払消費税等及び仮受消費税
等の取扱い

仮払消費税等及び仮受
消費税等は相殺のうえ、流
動負債の「その他」に含め
て表示しております。

千円
千円

879,000 千円

782,096
401,297

千円

千円

計

短 期 借 入 金

1,635,727 千円

380,799 千円

平成15年9月30日現在 平成16年3月31日現在平成16年9月30日現在
前中間会計期間末 当中間会計期間末 前 事 業 年 度

注記事項

3,606,363

）
平 成 16 年 3 月 31 日

自
至

平 成 15 年 4 月 1 日

3,442,345

千円
預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

（平成16年 9月30日現在）

）
自

現金及び現金同等物

現金預金勘定
預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

千円

（平成15年 9月30日現在）

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

現金預金勘定

平 成 15 年 4 月 1 日

千円
21,015 千円

（
平 成 15 年 9 月 30 日

平 成 16 年 4 月 1 日
平 成 16 年 9 月 30 日至

自
至

千円
5,013 千円

824,066323,571

－ 千円 24,975 千円

340,747 千円
2,817 千円

987,300 千円

平成16年 3月31日
平成15年 4月 1日平成16年 4月 1日

－

至

千円

自

12,937,905千円

）

576,696

979,650

千円
232,497
401,297 千円

千円

千円

1,262,593

千円
249,372 千円
327,324

3,616,363 3,452,345 千円現金預金勘定千円

168,799 千円

千円923,875 千円
千円1,007,875 千円

項 目

1,158,593

有形固定資産減価償却累計額

定 期 預 金

4,163,279

船 舶

3,421,889

104,000
1,531,727 千円

千円

4,502,020

84,000 千円

千円

104,000

－ 千円 24,397 千円

）

－ 千円
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（リース取引関係）

当社は、半期報告書について「ＥＤＩＮＥＴ」による開示を行うためリース取引関係の記載を省略しております。

（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成15年9月30日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円）

その他有価証券

当中間会計期間末（平成16年9月30日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円）

その他有価証券

前事業年度末（平成16年3月31日現在）

その他有価証券で時価のあるもの
（単位：千円）

時価評価されていない主な有価証券
（単位：千円）

その他有価証券

（デリバティブ取引関係）

当社は、デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

２

内容 貸借対照表計上額

差額
95,273   175,563   80,290   

取得原価 中間貸借対照表計上額

株式 225,036   

10,900   非上場株式（店頭売買株式を除く）

207,916   

中間貸借対照表計上額

95,273   

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

種類 取得原価

１

129,762   

10,900   

差額
112,642   

差額貸借対照表計上額

２

内容

株式

種類

非上場株式（店頭売買株式を除く）

内容

非上場株式（店頭売買株式を除く）

株式

１

10,900   

中間貸借対照表計上額

中間貸借対照表計上額

１

95,273   
取得原価

種類

２
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（単位：千円）

 

（注）

構成比

自

至

構成比

（

金 額

－ 

12,890,297

3,574,020

12,890,297

－ 

金 額

13,711,175

138,812

計

建 設 事 業

建 設 事 業

計

海 運 事 業

建 設 事 業

23,779,977

3,770,557

3,574,0204,754,635 100  100  

1.7

13,849,988

4,673,067

100  

次

期

繰

越

高

売

上

高

計

海 運 事 業

9,609,352

－ 

9,525,352 ％

81,567

－ 

100  

－ 

98.3

1.0

）
至 平成16年 3月31日

18,555,263 100  

自
（

金 額 構成比

平成15年 4月 1日

受

注

高

期　　別

項　　　目

海 運 事 業

当 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

平成16年 4月 1日
）

平成16年 9月30日

　５． 受 注 高 ・ 売 上 高 ・ 次 期 繰 越 高 　

前 中 間 会 計 期 間

％99.1 12,693,759 ％

（
自

至

平成15年 4月 1日

平成15年 9月30日

100  

－ － 

3,770,557

－ 

100  

100  

100  

－ 

18,555,263

0.9 － 84,000

）

100  

100  100  12,693,759

23,779,977

100  100  100  

－ 

99.0

－ 

前中間会計期間まで区分掲記していた「海運事業」につきましては、前事業年度より重要性がないため「建設事業」に含め

て表示しております。
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